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咲洲庁舎の安全性等についての検証結果 

 

 

１．東北地方太平洋沖地震 

 

○ 平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震では、咲洲庁舎において、

長周期地震動の影響とみられる大きな揺れが生じた。 

○ 長周期地震動は、一般の地震動（短周期地震動）に比べて減衰しにくく、震源から

遠く離れた場所まで伝わり、固有周期の長い超高層建物と共振する性質がある。 

○ また、今回の地震では、従来の想定を超える津波や広範囲にわたる液状化の発生が

報告されている。 

○ こうしたことを踏まえ、咲洲庁舎の安全性や防災機能について再検証を行う。 

 

(１) 今回の地震の影響 

○ 咲洲庁舎において約１０分間の揺れが生じ、最上階（５２階）では、最大１ｍ（片

側）を超える揺れ（短辺方向１３７ｃｍ、長辺方向８６ｃｍ）※が確認された。内装

材や防火戸等の一部で破損が見られたほか、エレベータの停止や閉じ込め事象が発生

した。なお、机・棚等は固定されているため、これらの転倒・移動による被害は認め

られなかった。 

 ※ （独）建築研究所が咲洲庁舎に設置した地震計のデータから解析した値（参考資

料１） 

○ 梁・柱等の構造部材について、天井・壁面等をはずし、直接目視及び超音波探傷に

より抜取検査を行ったところ、構造躯体には影響がないことを確認した。（参考資料

２） 

 

・ 超高層建物は、しなやかで粘り強い構造となっており、揺れることで地震のエネ

ルギーを吸収する。そのため、建物自体の倒壊・崩壊のおそれはほとんどないが、

長周期地震動と共振し、大きな揺れが長く続くという特徴がある。 

 

【観測された建物の揺れ】（本震時のデータ：３月１１日１４時４９分頃到達） 

 最上階（５２階） 中間階（１８階） 

短辺方向 １３７ｃｍ ３０ｃｍ 
最大振幅（片側） 

長辺方向 ８６ｃｍ ３２ｃｍ 

短辺方向 １３１ガル ４１ガル 
最大加速度 

長辺方向 ８８ガル ３９ガル 

・ ガル：加速度を表す単位（１ガル＝１ｃｍ／秒／秒）。重力加速度は９８０ガル。

地震の揺れの強さを示すのに用いられる。 
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【内装・設備等の被害状況】 

○ 内装材・防火戸等の損傷（合計３６０か所） 

中央廊下の防火戸のゆがみ ４９か所 

消火栓上部鉄板のへこみ ３３か所 

事務所・テナントの天井の落下・床の浮き ５９か所 

階段室の壁面ボードのゆがみ・亀裂・落下 ７２か所 

階段室床面の浮き・亀裂・はがれ ８か所 

中央廊下・居室内の壁面ボード亀裂・パネル落下 １１０か所

電気室吹付材の落下 ４か所 

トイレ洗面台の排水トラップ（ジョイント部分）の損傷・その他 ２５か所 

○ エレベータの停止・閉じ込め 

・ 全３２基が停止。うち２５基は地震時管制運転装置が正常に作動したが、４基で

ロープの絡まりによる閉じ込め事象が発生。 

 

(２) 内装・設備等の復旧工事 

○ 緊急対策として、損傷があった内装・仕上材等については、ただちに復旧・補修工

事に着手（緊急補修工事は２３年５月末までに完了予定）。 

 （費用：約１億円） 

 ・ 天井・壁面ボード、防火戸、消火栓格納部等の補修（２２年度・２３年度） 

 ・ エレベータの復旧、主ロープの交換等（２２年度） 

 

 

２．咲洲庁舎の長周期地震動対策について 

 

(１)これまでの取り組み 

○ 咲洲庁舎については、平成２０年度に専門家の監修のもと、東南海・南海地震を想

定した長周期地震動の影響調査を実施。 

○ 現状のままでも建物自体が倒壊・崩壊するおそれのないことが明らかになったが、

建物の揺れを軽減し、内部の安全性を高めるため、平成２４年度の完成を目指し、以

下の取り組みを進めてきた。 

 ・ 建物の長辺方向にダンパー（制振部材）を設置（現在設計中） 

 ・ エレベータのロープの振れ止め等の設置（現在設計中） 

 ・ 強度の高い水槽の設置（現在設計中） 

 ・ 執務室内の机・ロッカー等の固定（実施済） 

 

(２) 長周期地震動対策の再検証 

○ 今回咲洲庁舎で観測された建物の揺れ幅が、これまでの解析モデル※から算出され

る数値よりも大きいことがわかったため、解析モデルを再検証し、構造解析を再度行

うこととした。 
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 ※ 解析モデル：地震時における建物の強度や変形を定量的に把握するため、建物の

構造を単純・抽象化したもの 

 

 ・ これまでの解析モデルでは、建物の固有周期を６秒程度（短辺方向５.７秒、長

辺方向６.０秒）に設定していたが、今回の大阪湾地域における地震動の卓越周期

※（６～７秒）と咲洲庁舎の固有周期がほぼ一致したと考えられることから、解析

モデルの固有周期を短辺方向６.５秒、長辺方向７秒に修正する。 

  ※ 卓越周期：地震動の波形成分のうち、建物に最も大きな影響を与える周期 

 

○ 今回の地震により得られた建物の揺れのデータをもとに、建物の解析モデルを見直

し、国の告示波・パブコメ波及び東南海・南海地震の単独・連動について、構造解析

を行った結果は次のとおりである。 

 

【補強前（ダンパー設置前）の解析結果】（参考資料３－１） 

 層の塑性率 層間変形角 最大振幅（片側）

短辺方向 １.６ １／１５５ ２３１ｃｍ 
東南海 

長辺方向 １.９ １／６２ ２０７ｃｍ 

短辺方向 １.６ １／１１５ ２５９ｃｍ 
南海 

長辺方向 １.９ １／６３ ２２１ｃｍ 

短辺方向 １.８ １／１０１ ２９８ｃｍ 東南海・南海 

（連続） 長辺方向 １.９ １／６１ ２２０ｃｍ 

短辺方向 １.８ １／１２１ ２５８ｃｍ 東南海・南海 

（同時） 長辺方向 １.８ １／６３ ２０５ｃｍ 

短辺方向 １.９ １／１４６ ２４２ｃｍ 
告示波（H12 国） 

長辺方向 １.６ １／７６ １７２ｃｍ 

短辺方向 １.５ １／１３８ ２５５ｃｍ パブコメ波 

（H22.12 国） 長辺方向 １.７ １／６８ ２０５ｃｍ 

 ・ 各地震動について、特性の異なる複数波で解析を行い、数字は最大値のみを表 

示（最大振幅については全て最上階）。 

・ 層の塑性率：地震時の層の最大変形が弾性限界変形の何倍となっているかを示 

        す値で、構造部材の損傷度合いを表す。構造計算上求められる目 

標値は２.０以下。 

・ 層間変形角：地震時の層の最大変形をその階の階高で割った値で、内外装材等 

        への影響の度合いを表す。構造計算上求められる目標値は１／７０ 

以下。 

 

【長周期地震動に対する建物の評価・対策】 

○ 再検証により見直した解析モデルを用いて、補強前（ダンパー設置前）の建物の構

造解析を行ったところ、建物の損傷度合いを示す「層の塑性率」は２.０以下となり、

構造躯体の安全性に問題ないことが確認された。 
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○ 一方、層間変形角は、長辺方向において目標値をやや下回り、内外装材等に影響が

出る可能性があることから、ダンパーの設置等により改善する必要がある。（なお、

層間変形角１／６０の場合でも、外壁のガラス自体は破損しないことをサッシメーカ

ーに確認済み。） 

 

（長辺方向の対策） 

○ 層間変形角１／７０以下を目標に、構造計算を再度行ったところ、長辺方向につい

ては、現在設計中のダンパー（オイルダンパー４０台、鋼材系ダンパー１１２台）で

対応できることがわかった。 

（短辺方向の対策） 

○ 短辺方向については、層の塑性率及び層間変形角は目標値を満足しているが、室内

の安全性向上や建物使用者の心理的不安の軽減を図るため、最大振幅を長辺方向並み

に軽減すべく、ダンパー（オイルダンパー１４４台）を設置する。 

 【補強計画】（参考資料３－２） 

 オイルダンパー 鋼材系ダンパー 計 概算工事費 

短辺方向 １４４台 － １４４台 約７億円 

長辺方向 ４０台 １１２台 １５２台 約７億円 

 

【補強後（ダンパー設置後）の解析結果】（参考資料３－３） 

 層の塑性率 層間変形角 最大振幅（片側）

短辺方向 １.４ １／１７６ １８７ｃｍ 
東南海 

長辺方向 １.５ １／９０ １９４ｃｍ 

短辺方向 １.４ １／１７１ ２０７ｃｍ 
南海 

長辺方向 １.６ １／１０１ １７７ｃｍ 

短辺方向 １.４ １／１７１ ２１１ｃｍ 東南海・南海 

（連続） 長辺方向 １.５ １／９８ １８７ｃｍ 

短辺方向 １.５ １／１５４ ２１９ｃｍ 東南海・南海 

（同時） 長辺方向 １.５ １／９１ １９４ｃｍ 

短辺方向 １.３ １／２２８ １４８ｃｍ 
告示波（H12 国） 

長辺方向 １.２ １／１１０ １４１ｃｍ 

短辺方向 １.２ １／１８２ ２０８ｃｍ パブコメ波 

（H22.12 国） 長辺方向 １.４ １／９３ ２０１ｃｍ 

 ・ 今後の詳細設計により、ダンパーの台数や工事費、表中の数値は変わることが 

ある。 

 

【東海・東南海・南海の三連動型地震に関する検証】 

○ 平成２３年３月、日本建築学会から、東海・東南海・南海の三連動型地震に伴って

発生する長周期地震動に関する新たな調査結果が示された。 

○ このため、日本建築学会のワーキンググループのメンバーで、三連動型地震波を作

成した大成建設から、地震波のデータの提供を受け、ダンパー設置後について構造解
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析を行ったところ、層の塑性率、層間変形角とも目標値を満足しており、最大振幅も

他の地震波についての解析結果と比べて大きな差がないことを確認した。 

 

 層の塑性率 層間変形角 最大振幅（片側）

短辺方向 １.６ １／１５２ ２０６ｃｍ 東海・東南海・南

海（H23.3 学会） 長辺方向 １.５ １／９５ ２０２ｃｍ 

 

 【参考（３月１１日の地震の場合）】 

○ ３月１１日に発生した地震について、ダンパーを設置した場合の変位等を計算した

ところ、補強前（現状）に比べて、半減できることを確認した。 

 補強前（ダンパー設置前） 補強後（ダンパー設置後）

短辺方向 １３７ｃｍ ６９ｃｍ 最大振幅 

（片側） 長辺方向 ８６ｃｍ ３７ｃｍ 

短辺方向 １３１ガル ７３ガル 
最大加速度 

長辺方向 ８８ガル ４４ガル 

短辺方向 約７５ｃｍ 約１８ｃｍ 揺れが始まっ

てから約５分

後の振幅 長辺方向 約１６ｃｍ 約１５ｃｍ 

 

【エレベータの長周期地震動対策】 

○ 今回の地震によりエレベータにトラブルが生じたことから、ロープの振れ止めや地

震時管制装置等については、工程を前倒しし、早期に対応する。 

 （当初：２４年度中の完成 → 前倒し後：２４年度当初の完成） 

 

 

３．咲洲庁舎の津波・液状化対策について 

 

(１) 想定を超える津波対策について 

○ 現在の想定では、東南海・南海地震の津波高は大阪О.Ｐ＋４.５ｍとなっており、

咲洲庁舎の敷地境界付近の地盤高（О.Ｐ＋６.７ｍ）は、これより高い位置にある。 

○ 東北地方太平洋沖地震では、従来の想定を超える津波が発生し、大きな被害が生じ

た。このことを踏まえ、想定を超える津波が発生した場合を仮定し、対応策を検討す

る。 

○ 咲洲庁舎の敷地境界付近の地盤高はО.Ｐ＋６.７ｍであるが、敷地内の地盤高は総

じてこれよりも高く、建物の外周部付近でО.Ｐ＋７.８ｍ（ １階部分の設計床高で

О.Ｐ＋８.０ｍ、地下駐車場の進入口付近でО.Ｐ＋７.７ｍ）となっている。  

○ 想定を超える津波の高さを現在の２倍と仮定しても、О.Ｐ＋６.９ｍであり、咲洲

庁舎敷地内の地盤高は、これより高い位置にある。 

○ しかしながら、津波の遡上等も考えられることから、咲洲庁舎の１階・地下部分へ

の浸水を視野に入れた対策も検討する。 
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【対 策】 

① 非常用発電機等の新設 

○ 咲洲庁舎については、７・８階に整備される防災情報センターの電気容量に対応す

るため、容量増強のための非常用発電機を新設することとしている（現在設計中）。 

○ 想定を超える高さの津波が発生しても、防災情報センター及び執務室の一部に電力

を供給できるよう、専用の発電機室と電気室は庁舎の上部階（３階を想定）に設置す

る。 

・ 概算工事費：約９.６億円（うち発電機分約６.４億円は予算化済み。） 

○ 発災直後は自家発電機により対応し、ライフライン復旧後は新設する電気室に切り

替えて対応する。 

○ 利用可能な設備 

・ 防災情報センターの防災機器・照明・コンセント・空調 

・ 執務室の照明・コンセントの１／３ 

・ エレベータの一部（各バンク１台×４バンク＝計４台） 

○ 全面復旧までは、仮設設備を利用しながら、順次段階的に復旧を行っていく。 

 

② 津波防御壁等の検討 

○ 津波の遡上等による庁舎１階及び地階への浸水を完全に防止するためには、敷地内

における開口部の止水対策や津波防御壁の設置などが考えられる。 

○ なお、現在、咲洲コスモスクエア地区一帯には、再開発地区計画（都市計画）をは

じめとするまちづくり規制（広く開放された公開空地の設置、ブロック塀など不可視

的な構造物の設置の規制等）がかかっており、津波防御壁の設置については、地域の

まちづくりに関する大阪市との調整が必要となる場合がある。 

○ また、こうした対策を講じるには、国の中央防災会議において東海・東南海・南海

地震の被害想定が見直され、それを踏まえた府域の被害想定の見直し等により、科学

的知見に基づいた津波高さを把握する必要がある。 

○ 今後、こうした動きを注視しながら対策を検討していく。 

 

(２) 液状化の有無等の検証 

○ 東北地方太平洋沖地震では、千葉県浦安市の埋立地など、広範囲にわたる液状化の

発生が報告されている。 

○ 液状化は、砂質土特有の現象であり、浦安の場合は、軟弱な砂質土が強い地震力を

受けたことで発生したと考えられている。 

○ 一方、咲洲の場合は、浚渫粘土で埋め立てられ、さらに、粘土特有の圧密沈下に対

しては、ドレーン工法（排水工法）による地盤改良も行われており、大阪市の災害想

定（液状化予測）でも、庁舎周辺での液状化は発生しにくいとされている。（参考資

料４） 


